
　◎庁内検討委員会で出された課題

　　●本県に移住を考える際の不安要素

　　　・冬・寒さなど自然条件の厳しさ

　　　・福祉・医療に対する不安

　　　・交通など利便性の悪化

　　　・仕事先が少ない　等

　　●今後取り組むべき事項
　　　・医療保険財政の負担増加を踏まえ、市町村と連携した医療制度改革への対応

　　　・労働力不足が懸念される農林水産業への補完的労働力としての参入

　　　・シニア農業者（定年帰農者含む）を対象とした農業技術研修等（実施済）

　　　・グリーンツーリズムの推進や市民農園の整備
　　　・健康づくり施設の整備、歩いて暮らせるまちづくり

　　　・高齢者が住むことができる住宅環境の整備

　　　・定年退職後の生きがいや社会参加の受け皿づくり

　　　・定住に向けた環境設備の効率的な整備、観光や福祉情報などの効果的情報発信

　　　・Ａターン希望者の増大に対応した雇用機会の確保と就業支援

　　　・Ａターン希望者に対する移住促進のための総合的な情報提供
地域社会の活性化





団塊の世代対策の基本方針イメージ（案）





戦略テーマと課題





基本方針





対象者








　　　　　　


　　　　　　　 


　　　　　　　　   ・県内への定住促進→住環境等受け皿整備等


　　　　　 　　 　・ＮＰＯ、ボランティア活動の促進→立ち上げ支援


　　　　　 　　 　・旅行ニーズへの対応→地域の観光地づくり等


　　　　　 　　 　・地域コミュニティの担い手育成→市町村の意欲向上


　　　　　　　 　　（コミュニティビジネス、農業等）


　　　　　　　　　・新たなビジネスの創出→創業支援





県内の団塊の世代等





首都圏の団塊の世代等














・高い就業意欲


・高いＮＰＯ、ボランティアへの関心


・高い観光への関心


・高い健康志向　　等








・人口減少


・産業の低迷


・地域コミュニティの縮小


・農林水産業の担い手不足　等





本県の課題





中高年齢者の定年後の関心





基本的な考え方








　団塊の世代等を活用した賑わいや活力ある地域社会の形成








